
事 業 概 況 （平成 29年 9月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 9月末現在における保険給付支払総額は3,669億円で、前年同期に比べ

て0.3％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が1,792億円で48.8％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,175億円で32.0％を占めている。以下、休業補償給付が12.9％、障害補償一時金が3.9％、遺族補償一時金が1.0％、

介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が8.6％増、二次健康診断等給付が2.7％増、

療養補償給付が2.4％増となっているのに対し、障害補償一時金が4.8％減、葬祭料が2.3％減、休業補償給付が1.8％減、

介護補償給付が1.4％減、年金等給付が1.3％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 367,978,462 100.0 0.2 △    366,902,864 100.0 0.3 △    

療 養 補 償 給 付 114,764,385 31.2 1.1 117,505,567 32.0 2.4

休 業 補 償 給 付 48,173,752 13.1 0.3 △    47,301,026 12.9 1.8 △    

障 害 補 償 一 時 金 15,211,454 4.1 2.0 △    14,478,938 3.9 4.8 △    

遺 族 補 償 一 時 金 3,443,266 0.9 3.9 3,738,208 1.0 8.6

葬 祭 料 992,555 0.3 2.1 △    969,787 0.3 2.3 △    

介 護 補 償 給 付 3,251,543 0.9 0.3 △    3,206,828 0.9 1.4 △    

年 金 等 給 付 181,671,703 49.4 0.9 △    179,219,923 48.8 1.3 △    

二 次健 康診 断等 給付 469,804 0.1 0.3 482,588 0.1 2.7

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成28年度　28年9月末 平成29年度　29年9月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が1,071億円で29.2％、「建設事業」が1,057億円で28.8％、

「製造業」が897億円で24.5％となっている。以下、「運輸業」が10.7％、「鉱業」が4.1％、「林業」が1.8％、「船舶所

有者の事業」が0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 8.2％増、「その他の

事業」が2.1％増、「運輸業」が0.1％増となっているのに対し、「漁業」が13.4％減、「林業」が6.1％減、「鉱業」が3.5％

減、「船舶所有者の事業」が2.6％減、「製造業」が1.2％減、「建設事業」が1.1％減となっている。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 367,978,462 100.0 0.2 △    366,902,864 100.0 0.3 △    

林 業 7,199,746 2.0 1.5 △    6,757,353 1.8 6.1 △    

漁 業 1,284,897 0.3 5.5 1,112,848 0.3 13.4 △   

鉱 業 15,409,151 4.2 6.4 △    14,871,474 4.1 3.5 △    

建 設 事 業 106,815,430 29.0 1.4 △    105,682,209 28.8 1.1 △    

製 造 業 90,845,787 24.7 1.0 △    89,746,647 24.5 1.2 △    

運 輸 業 39,118,069 10.6 0.1 39,158,148 10.7 0.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
860,161 0.2 1.9 △    930,852 0.3 8.2

そ の 他 の 事 業 104,821,967 28.5 2.6 107,061,706 29.2 2.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,623,253 0.4 2.0 1,581,626 0.4 2.6 △    

平成28年度　28年9月末 平成29年度　29年9月末
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年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が966億円で53.9％と最も大きく、次いで障害補償

年金が676億円で37.7％、傷病補償年金が150億円で8.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が593億円で33.1％、「製造業」が513億円で28.6％、「そ

の他の事業」が344億円で19.2％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.7％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成29年度　29年9月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 67,572,829 96,620,665 15,026,429 179,219,923 100.0

林 業 968,737 2,246,089 181,997 3,396,823 1.9

漁 業 179,907 569,156 28,330 777,393 0.4

鉱 業 915,939 6,983,274 2,265,259 10,164,472 5.7

建 設 事 業 18,915,988 34,957,543 5,443,015 59,316,547 33.1

製 造 業 25,399,335 23,062,334 2,879,672 51,341,341 28.6

運 輸 業 7,062,942 10,763,995 1,185,382 19,012,320 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
119,042 353,147 37,547 509,736 0.3

そ の 他 の 事 業 13,926,645 17,467,240 2,984,719 34,378,604 19.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 84,293 217,886 20,509 322,688 0.2

構 成 比 37.7% 53.9% 8.4% 100.0% －

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 9月末現在における保険料徴収決定済額は8,479億円で、前年同期に比

べて1.5％増となっている。保険料収納済額は3,684億円で、前年同期に比べて2.4％増となっている。また、収納率につ

いてみると43.4％となっており、前年同期に比べて0.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,092億円で48.3％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,765 億円で 20.8％、「製造業」が 1,618 億円で 19.1％を占めている。以下、「運輸業」が 8.7％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

　業　種 28年9月末 29年9月末 28年9月末 29年9月末 28年9月末 29年9月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 835,409,335 847,877,745 100.0 1.5 359,596,254 368,387,581 100.0 2.4 43.0 43.4

林 業 5,283,919 5,218,985 0.6 1.2 △   2,340,994 2,359,964 0.6 0.8 44.3 45.2

漁 業 1,997,432 1,977,502 0.2 1.0 △   814,642 816,066 0.2 0.2 40.8 41.3

鉱 業 2,958,724 2,816,952 0.3 4.8 △   1,039,676 977,125 0.3 6.0 △   35.1 34.7

建 設 事 業 170,841,543 176,542,801 20.8 3.3 77,816,995 80,662,439 21.9 3.7 45.5 45.7

製 造 業 161,571,245 161,818,335 19.1 0.2 63,284,832 63,846,179 17.3 0.9 39.2 39.5

運 輸 業 73,936,940 73,987,606 8.7 0.1 26,766,570 26,977,939 7.3 0.8 36.2 36.5

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,321,567 2,342,527 0.3 0.9 916,410 930,965 0.3 1.6 39.5 39.7

そ の 他 の 事 業 402,606,913 409,189,262 48.3 1.6 180,941,019 185,940,268 50.5 2.8 44.9 45.4

船舶所有者の 事業 13,891,053 13,983,775 1.6 0.7 5,675,116 5,876,636 1.6 3.6 40.9 42.0

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

 


